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中東協力現地会議の参加報告書                      2026 年 9 月 欧州事務所 

 

１．はじめに 

ドイツ・デュッセルドルフで 8/27-28 の 2 日間にわたり開催された第 49 回 中東協力現地会議に参

加したので、その内容を報告する。 

本会議には、経済産業省、外務省の省庁関係者、および中東地域で事業を行う企業の現地駐在

員を中心に 250 名規模の参加者であった。今回のテーマは「新局面への適応力と柔軟性：日本と中

東のパートナーシップのさらなる深化」であった。 

※「中東協力現地会議」について 

 https://www.jccme-forum2026.com/ 

 

2．内容 

【イラン戦争状況】 

⚫ アメリカの中東への関心低下によるイラン、及び代理勢力の台頭が今回の紛争の遠因にある。 

⚫ また、2 期目のトランプ政権において、米国の本質的な帝国主義的要求・主張を隠さなくなった状

況で、イスラエルに誘い出される形で、アメリカが開戦を判断。イラン側としても、本意ではなく、押し

付けられた戦争と認識している。 

⚫ アメリカ・イスラエルが狙うイラン政権の転覆は、イランとしては絶対に受け入れられず、政権転覆を

表明することが、よりイランが強固に抵抗する要因となっている。 

⚫ イランは強気に転換。ホルムズ海峡においても従来の解釈より広いエリアで影響力を行使している。 

⚫ ホルムズ海峡は、海底ケーブルが敷設されており、通信インフラの重要拠点。これが攻撃対象となる

かどうか、留意が必要。 

⚫ イスラエルやイラン大使からは、市民生活の紹介もあった。通常通りの生活が出来ている模様。 

 

【中東各国の状況】 

⚫ イスラエル：ハマス・レバノン・イランからの同時攻撃を最も恐れる事態と想定。この考えが、現在の

ガザ・イラン等での行動の背景にある。軍事技術開発によるハイテク分野を中心に経済は好調。 

⚫ UAE：UAE では 7 つの首長国がすべて攻撃対象として被害を受けた。サウジアラビアが今回の事

態に対して積極的に動いていない印象を持ち、不満を持つ。 

⚫ イラン：現在の戦争により、結果的に指導部が若返り、強化されたとの見方もある。食料自給率が

高く、製造業が国内主要産業であり、エネルギーも保有することから概ね自給自足経済のため、簡

単に降伏する環境ではない。 

⚫ エジプト：ウクライナ、ガザ情勢により、高インフレ・通貨下落に直面したが、経済は徐々に回復基

調。インフラや人材コストが安価であることから、海外からの投資も増加している。 

この記事は、賛助会員・情報提供サービス購読者限定です。 

お申し込み後、続きをご覧いただくための閲覧用パスワードをお送りします。 

賛助会員·情報提供サービス購読者の方は、 

下のボタンから続きをご覧いただけます。 

◆賛助会員については、こちらからお問い合わせください > 

◆情報報提供サービスのお申込みはこちら > 

続きを読む 

https://www.jccme-forum2026.com/
https://www.pecj.or.jp/contact/
https://www.pecj.or.jp/subscription/
https://www.pecj.or.jp/contact/
http://report.pecj.or.jp/RRS/plaza/2026%E5%B9%B4%E5%BA%A6/%E5%88%A5%E6%B7%BB%EF%BC%9A%E4%B8%AD%E6%9D%B1%E5%8D%94%E5%8A%9B%E7%8F%BE%E5%9C%B0%E4%BC%9A%E8%AD%B0%20%E5%8F%82%E5%8A%A0%E5%A0%B1%E5%91%8A.pdf

